
北海道告示第10347号 

  千歳恵庭圏都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の案を作成するにあたり、都市計画法（昭和 43

年法律第100号）第16条第１項の規定による公聴会を次のとおり開催する。 

 

  令和８年３月４日 

                                  北海道知事 鈴木 直道 

１ 開催の日時   

   令和８年（2026年）４月22日（水） 午後２時から 

 

２ 開催の場所 

  千歳市東雲会館２階４号室（千歳市東雲町１丁目10番地）  

 

３ 公述の申出 

公聴会に出席して意見を述べようとする者（千歳市、恵庭市の住民に限る。）は、令和８年(2026 年)３月

11日（水）から令和８年(2026年)４月10日（金）までの期間に、意見の要旨及びその理由並びに住所、氏名

及び電話番号を記載した書面を知事（札幌市中央区北３条西６丁目（専用郵便番号 060-8588）北海道建設部ま

ちづくり局都市計画課）に提出しなければならない。  

 

４ 公述人の決定 

知事は、３により書面を提出した者のうちから、公聴会において意見を述べることができるもの（以下「公

述人」という。）を定め、また、必要があると認めるときは、３の書面を提出した者以外の者を公述人として

定め、本人にその旨を通知する。 

 

５ 議事の方法 

公聴会の議事は、北海道都市計画公聴会規則（昭和 44年北海道規則第60号）に規定する方法による。 

なお、公聴会の秩序を維持し、その議事の円滑を図るため、次の措置を講ずる。 

公聴会の議事の傍聴を希望する者が多数あるときは、その傍聴人の数を先着順におおむね 50人に制限する。 

 

６ 意見を聴こうとする案件 

（１）案件名 

 千歳恵庭圏都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の変更（素案） 

（２）案件の概要 

   千歳恵庭圏都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の変更（素案）の概要 

   ア 都市計画の目標 

ａ 基本的事項 

      この方針では、千歳恵庭圏都市計画区域（以下「本区域」という。）について、将来の姿を展望

しつつ、土地利用、都市施設等の決定方針を令和12年(2030年)の姿として策定する。 

    ｂ  都市づくりの基本理念 



         本区域は､道央広域連携地域石狩地域の南部に位置し、支笏洞爺国立公園に連なる水と緑豊かな

自然、恵まれた気候、平坦で広大な用地、豊富な水資源など､都市的な発展のポテンシャルに支えら

れ、高次都市機能・産業機能等の集積と自然と共生する、ゆとりと潤いに満ちた都市づくりを進め

ている。 

また、札幌市と苫小牧市及び室蘭市の臨海工業地帯の中間に位置し、陸、海及び空路の全てを生

かせる交通の要衝であり、交通、工業、観光等の都市機能と恵まれた気候及び風土により農業との

調和を図りながら快適な都市圏の形成に努めている。 

千歳市では、水と緑豊かな生活環境のもと、文化的で人間味あふれる国際都市の形成を目指して

いる。 

また、近年の少子高齢化の進展や将来の人口減少社会への対応、循環型社会への転換、社会経済

のグローバル化、地域社会の構造変化など、大きな変革の時代を迎えるなか、時代の変化に対応し

ながら、市民協働による自主自立の自治体運営と地域社会の持続的な発展や市民生活の向上を目指

し、まちづくりを推進する。 

恵庭市では、恵庭、島松及び恵み野のＪＲ千歳線３駅を中心に、それぞれ個性豊かな「地域中心」

の形成を図りながら、都市全体として必要な都市機能を分担して提供し、「だれもが、安心安全に

暮らせるコンパクトな生活都市」の実現を目指し、まちづくりを推進する。 

 

イ 区域区分の決定の有無及び区域区分を定める際の方針 

ａ 区域区分の有無 

     本区域に区域区分を定める。 

ｂ 区域区分の方針 

本区域の将来における人口を次のとおり想定する。 

 

 

 

 

 

  

（注）市街化区域内人口は、保留された人口を含むものとする。 

 

c 市街化区域の規模 

市街化区域は、平成 27年(2015年)時点で市街化している区域及び当該区域に隣接しおおむね10 年

以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域とすることとし、その規模については、都市計画基

礎調査に基づき、将来の市街地に配置すべき人口・産業を適切に収容しうる規模として、次のとおり

想定する。 

 

 

 

(注)市街化区域面積は、人口の保留フレームに対応する市街化区域面積を含まない。 

 

 
平成27年(2015年) 

（基準年） 
令和７年(2025年) 令和12年(2030年) 

都市計画区域内人口 165 千人 おおむね 166千人 おおむね 163 千人 

市街化区域内人口 154 千人 おおむね 156千人 おおむね 155 千人 

年   次 令和12年(2030年) 

市街化区域面積 おおむね5,158ha 



(注)市街化区域面積は、計画ビジョンフレームに対応する市街化区域面積を含まない。 

なお、計画ビジョンフレームは、令和 6年（2024年）4月策定の北海道半導体・デジタル関連

産業振興ビジョンにおける令和 15年（2033 年）目標値である半導体関連企業の出荷額及び雇

用者数に基づき、全道値として算出したものの内数。 

 

７ 変更の理由 

    令和５年（2023年）に千歳市への次世代半導体製造工場の立地を契機とした半導体関連産業などの新たな産

業の展開に必要な都市的土地利用の需要を見通した上で、機動的な対応を進め、既存産業との連携を図りなが

ら地域活力に資する都市づくりを進めるため、「Ⅰ．都市計画の目標」「Ⅱ．区域区分の決定の有無及び区域

区分を定める際の方針」及び｢Ⅲ．主要な都市計画の決定の方針｣について必要な見直しを行う。 

 

８ 案件の全文 

  「案件の全文」は省略し、下記の方法で閲覧に供する。 

（１）北海道建設部まちづくり局都市計画課、千歳市企画部まちづくり推進課及び恵庭市企画振興部まちづくり

拠点整備室まちづくり推進課において閲覧に供する。 

（２）北海道のホームページ上に掲載する。 

    URL https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/tki/a0012/ 

 

９ 公聴会に関する問い合わせ先 

  北海道建設部まちづくり局都市計画課 

〒060-8588 札幌市中央区北３条西６丁目 電話 011-204-5563 


